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[1992][1991])とい う,.イギ リス90年代前 半 に行われ た業績考課給 や業績管
理(PM;PerformanceManagement>の展 開に関す る三つ の代表 的なサ ーベ
イ調査の事実発見や指摘 を検討す る と,次 の二点 を確認 しうる。
第一 には,業 績考課給(査 定賃金)2)は,ノン ・マニ ュアルの管理者 に限 ら
れた現象で はなく,ノ ン ・マニ ュアルの非管理者,更 にはマニ ュアル従業 員へ
と下 方 に広が りつつ あ るとい うこ とで あ る。例 えば,PSI調 査 は,調 査時点
(1990年4月)において,調 査 された企業 組織の2/3以.ヒが ノ ン ・マニ ュアル
の賃金 を決定す るため に業績考課給 を活用 している一方で,マ ニュアル従 業員
に関 して もほぼ ユ/3の企業組織 が業績考課給 を適用 してい るこ とを明 らか に し
てい る3「。 また,IPM/NED〔〕調査 も,何 らか の熟練/半 熟 練/補 助職 の従業
1>業 績給 ・業績管理 に関するサーベ イ調査 につい ては,紙 幅の都合上,詳 論す ることがで きない。
別 に拙稿[1999]を参.照されたい。
2)PSI調査 では,業 績:考課給(pafりπma皿ue・elatedmeritpay)は,経営 によ る個 人的業績 の査
定 に賃金 を結 びつけ,従 業.員の業績 査定に従 って諸 個人の賃金 を差異化 させ る方法であ り、個人
別 ボー ナスとは異な って基本賃金に累積され統合 される もので ある,と 定義 されてい る。以下,
本論で業績考課給 とい う場合,こ の定義に従 う。
3)PSI調査 について は,Caseyet.1.[1991,PP.453-458を参照。
114(4別)第164巻 第4号
表1業 績 考 課 給 の部 門別 ・従 業.員カ テ ゴ リー 別 適 用 状 況(適 用企 業比 率)
(単位=%)
民間部門 公共部門 製 造 業 サ ー ビス業
取締役/経営執行陣 58 28 53 50
管理職 ・専門職 66 34 59 58
秘書 ・事務職 56 10 46 44
熟練/半熟練/補助職 24 9 18 23
ベ ー ス(n) 274 79 171 187
出 所:CamdlandWood[1992],Table8.
員 に対 して業 績考 課給 を適 用 してい る企 業が 民 間部 門 の場 合で24%(全 体
21%)にのぼっτい るこ とを指摘 し,業 績考課給 はマニ ュアル従業員へ と下方
に浸透 しつ つあ ると結論 している(表1参 照)"oIPM/IMS調査 は,.唯一,業
績考課給 はなおマニュアル従業員 に到達 してい るとは言 い難い としてい るが,
一 方で下方 に広が る趨勢 自体 は承 認 してい た%こ う した諸調査 の指摘 は,業
績考課給 はノ ン ・マニ ュアル的現象で ある とは言 い切れ ない こと,マ ニ ュアル
従業 員に も適用可能であ り実際に適用 は拡大 しつつあ ること,を 示 してい ると
言 えるであ ろう。
第二 に確 認 しうることは,イ ギ リス80年代 における人的資源管理(HRM)
や業績管理.(PM)の展 開 は,そ の 内部 が均 一な一枚 岩的現象で はなか った と
い うことであ る。 イギ リス労働力の20%弱をカバーす る大規模 な調査 となった
IPM/IMS調査 は,業 績管理 システム(PMS)の コァを(a)企業 目標 との 関連
での部 門 目標 ・個人 目標の設定,(b)この設定された 目標 に向けての業績 管理行
動,〔C)目標 達成 のラ イ ン管理者 による考 課 とその結果 の報 酬 ・昇進 ・教育訓
練 ・キ ャリア開発 とい った人事処 遇へ の展 開 とい う 「業績管理サ.イクル」(図
2参照)に あ る と定義 してい る。その上で,こ の業績管理 のシステムの展開 と












い う文脈 の内に業績考課給 など報酬 システムをめ ぐる動 向や訓練 ・人材 開発 を
め ぐる動 向 を位置づ け よ うと した。 このIPM/IMS調査 の事実発見 の ポイ ン
トは,項1三らぐ・そい 為仕事 の業績 に従 って報償 し,ま たペナ ルテ ィを与える業
績考課給 の活用(賃 金の フ レキシビリテ ィの向上)が 訓練 ・.開発 目的のための
業績考課 の活用(仕 事の フ レキシビ リティの向上)と 衝突す る可能性 を指摘.し,
業績管理 シ.ステ ム(PMS)の 展 開が異 なる二つ の径路 を辿 りつつ ある と指摘
してい ることであ る。IPM/IMS調査が指摘す る第一 の径路 とは,業 績考課給
を通 して個人業績の管理を組織業績 の変革 に結 びつ けよ うとす るものであ り,
人事管理 を企業戦略 に統合 してい く過程 にお ける 〈報酬主導的統合〉(reward-
dエivenintegration)の形 態で ある。 この 〈報酬主導 的統合〉 は,調 査 によれば,
組織業績 の変革 とい う日的を追求す るため にまた活用 しうる教育訓練 ・キ ャリ
ア開発 な ど一連 の他 の人的資源諸政策 によ り関心を払わない傾 向にある とい う。
また,こ の く報酬 主導的統合〉は,UK使 用者の間で 「統合 の支配的モデル」
として 出現 しつつあ る と言われてい る。IPM/IMS調査 が指摘す る第二の径路
とは,人 的資源開発活動を通 して企 業組.織の長期 的目標 を達成す ることに重点
を置 こうとす る ものであ り,人 事管理を企 業戦略に統合 してい く過程 にお ける
〈開発 主 導的統合〉(development・drivenintegration)の形態で ある。調 査 に
よれば,こ の アプ ローチにおいて は,報 酬的次元は,能 力開発 的指 向を補完す
る一つの手段 とは見 なされ るが,統 合 の過程 を支配す るもの とは見なされない。
また,こ の く開発主導的統合〉 は,少 数 の使用者 によってのみ企て られている
アプローチで ある と言 われ てい る5)。先に触 れたPSI調 査 は,業 績考課給の活
用 のあ り方 に関 して,現 についてい る仕事 の業績 に従 って報償 し,ま たペ ナル
ティを与 える とい う成果主義的 な活用のあ り方を読 み とろ うとレてい た。 こ っ
したPSI調 査の理解 は,IPM/IMS調査 の言 う業績管理 の展開 にお ける く報
酬主導的統合〉 とい う形態 に沿 うもの と言 えるであろ うη。また,IPM/NEDO







における く開発主導的統合〉 とい う形態の重要性を指摘 しているものであると
言えるであろう5〕。 イギ リス人的資源管理の全体像はつぎはぎ的であ り不完全









理の展開に二つの変種を見出 したIPM/IMS調査の事実発見 に着 目す ること
を通 して明らかにしていくことである。その際,問 題となることは,IPM/IMS
調査の事実.発見では,言 われるところの業績管理の二つの変種が人事管理の戦
奪 略艦 合の要の位置を占めるライ滑 理のそれぞれどのような劫 方と結びつ
くものであ るgか 明 らかにされていない,と いうことであ る。それ故,以 下,
野 輩 本論 で は,ラ イ ン管理 のあ り方 に焦点 を当 てて,〈報 酬主 導 的統合〉 とは何
乖..か?〈 開発主導的統 合〉 とは何か?を 考 え,80年代 以降,実 際に どのよ うな





















労 使 関 係 へ の 含 意
出 典:Stoleア[1993],Figure1及びp.531の 記 述 よ り作 成 。
II業績管理の展開における 〈報酬主導的統合〉 と く開発主導的統合〉
1人 的資源管理と業績管理一 人事管理の戦略的統合の多様性
人事管理 への弁別的 なアプローチを意味す る人 的資源 管理(F-RM)は,4
つの主要側 面か ら成 り立 っている と指摘 されて きた。図1は,伝 統的な人事管
理か らHRMへ の移行に関す る,Storey[1993]によるモデル化 である。 この
図1で は,ま ず 人的資源管理 の引 き金が製品市場におけ る競 争の拡大 として示
されてい る。人的資源管理 の4つ の主要側面の一つであ る囚 「人事管理を特徴
づ ける戦略的な諸 目標」 は,こ うした新たな競争の拡大に対 する企業 の戦略 的
な反応 であ り,競 争優位 を勝 ち取 ろ うとす る企業計 画 と人事 管理 との明確 な結
合 関係 の ことを意味す る ものであ る。そ して,こ うした(A)「人事 管理 を特徴づ
ける戦 略的な諸 目標」か ら.圖 「従業員の信念や想定に働 きかける文化戦略」
や(c)「ライン管理者 を前面 に押 し出す構造変化」の喋 績考課給 ・訓練 ・コ ミュ
ニケー シ ョンとい った 「一.一連の人事管理諸手段 」が展 開され るこ とが示 されて
い る。Storeyは,これ ら4つ の.主要側 面(A)〔BXC)(D)を伝統 的な人事管理 と人的
資源管理 を区別す る基準であ ると考えている%
9)Storey[1992],PV.34-3呂.
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図2業 績 管理 シ ス テ ム の モ デ ル
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..出 所:BevanandThompson[1992],Figure1.1よ り 作 成 。
他方,業 績管理(PM)は,一 般 に,企 業 目標や部 門 目標 との関連で各 人の
目標 を設定 し,作 業 の実行 を経 てその 目標 に対す る達成度を ライ ン管理者 が考
課 し,そ の結果を各 人に フ ィー.ドバ ック しなが ら報酬や昇進,教 育訓練,キ ャ
リア開.発などの処遇 に役立 てて行 くもの と理解 され ているm1(図2参 照)。換
言す るな ら,業 績管理 の システムは,ラ イン管理者 によ る考課を軸に人的資源
管理の様. な々 人事管理手段 を統合 し,更 にこう して統合された人事管理をよ り
密接 に企業組織 の ビジネス目標 ・企業戦略 に統 合 してい くもの に他 な らない且%
10)例えば,黒田[1994],49ペ一望。
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あり企業は異なった戦略を開発 しうるので,業 績管理の担 うライン管理者を軸
とした人事管理の戦略的統合もまた多様であ り得るということである1㌔顕著
に相違ナる人事管理の戦略的統合のあ り方が同一..一の人的資源管理や業績管理 と




IPM/1M5調査 を通 して見 出され準,イ ギ リス業績管理の展 開における二つ
の変種は,業 績管理(PM)の 担 うライ ン管理者 を軸 とした人事管理 の戦略 的
統合は多様であ り得 るとい う文脈の上に位置つ くものであっ牟。従って.〈報
酬主導的統合〉.とは何 か?〈 開発主導 的統合〉 とは何か?を 考 える要点は,こ
の よ うな業績管理におけ る双方の形態の展 開が それ ぞれ どのようなライン管理
のあ り方 の変化 と結 びついているのかを明 らか にす るこ とにある。
まず,戦 後期 のイギ リス的慣行 にお ける人事 管理 や ライ ン管理 のあ り方 を確
認 す る上で は,機 械工業での個数賃金 システムをめ ぐる職場 労使 関係 のあ り方
を描い たBrown[1973]が有益で あ る。Brown[1973]の描 いた ライン管理 の
あ り方 は,一 つ には,か?て の懲 戒 ・解雇 の権 限を失 った フォアマ ンが スケ




ワー ドに譲歩す ることで部 下の協調 を得 よ うとす る,そ の ような現場 監督者 の
行動 のあ り方であ る。 また,一 つには,ス チ ュワー ドが作業 ・賃金記 録を管理
す る仕事 を掌握 し,一 方 フォアマ ンが道具や原材料の流れ を世話 す るとい うよ
うなスチ ュワー ドと現場 監督者 との密接 な協働関係 を,適 切な品質の製品が得
られ賃金支払いが大 きす ぎない限 り工場管理責任者が これ を承認 す るといった,
労働の管理 に積極 的に関わ り合 いを持 とうと しない上級 管理 者の行動 のあ り方
であ る13}。こうしたBrown[1973]の描 くライン管理のあ り方 は,現 場監督者
のあ り方 に即 して言 うなら,人 事管理部門の確 立や シ ョップ ・スチ ュワー ドら
による職場団体交 渉の確立 によって 「50年代後 半か らフォアマ ンの地位 はめ っ
きり低下 した。採用 ・解雇 は,工 場 人事部 の仕事 とな り,配 下 の労働者集団の
作 業管理 につ いては,労 働者集団 との合意な しには不可能 とな った」 こ とを見
'
いだ して きた 日本 人研究者 によるこれまでの職場労使 関係調査 の成果 とも整合
してお り,説 得力を有 してい る1㌔ それ故,.ヒ級 管理者において は労働の管理
への コミッ トメ ン トが低い こと,第 一線 の現場 監督者 において はスチ ュワー ド
をチ ャンネル とした間接 的な コ ミュニ ケー シ ョンや....一時的取引(trade-off)を
介 して単 に同意 を確保す る とい う取 引主 義的(transactional)な管理 に特 徴づ
けられていた こと,こ れ らが戦後期 における従来型の ライ ン管理のあ り方を特
徴づ ける ものであ った と言 い うるで あろ う。 こうした従来型の ライン管理のあ
り方か らの どの ような変 化が,業 績 管理にお ける 〈報酬主導 的統合 〉<開発主
導的統合〉 とい う双 方の形態 の展 開 とそれぞれ結びついてい るのかが問われる
のであ る。
3業 績管理の展開における く報酬主導的統合〉
業績管理における 〈報酬 ト導的統合〉 とは,現 についてい る仕事の業績に
従 って報償 し,またペナルティを与える業績考課給を通して労働力の活用を強
13)Brown[1973],PP.158-174.
14)戸 塚[1952],工10ペ ー ジ 。 卜井[1993],83-100ペ ー ジ 。
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.め ようとす る もので あ り,選 別的な.賃金決定を通 してよ り効率 的な賃金 の活用
を実現 しよ うとす る賃金の フ レキシビ リテ ィへの アプ ローチ と結 びつ くもので
あ ることが示唆 され て きた。それ故,こ れが ライ シ管理のあ り方 の どのような
変化 と結 びつ いてい るのか を明 らか にす ることが,言 われる ところの く報酬主
導 的統合〉 を考 える要点であ る6こ の ような 〈報 酬主導的統合〉 のあ り方 に主
に光 を当てる研究 としては,KesslerandPurcell[1四3コをは じめ としたKessler
やPurcellらの一連 の諸論考(Kessler[1994],KesslerandPurcell[1995],
Purcell[1991][1993])ヵ宝示口麦深い。
KesslerやPurcellらの 議 論 の ポ イ ン トの 第 一 は,KesslerandPurcell
[1993]が民 間部 門 ・公 共部 門にわた る9企 業組織 の事 例研究 を通 して,業 績
考課給 の導 入 とい う経営 による賃金 システムの選択行動の背後 に,伝 統 的な労
働市場 関連的な 目標だ けで な く,雇 用関係の再構築を促 進 しよ うとする経営 目
標 が存在 してい るこ とを見いだ しているこ とで ある。 ここでKesslerandPur・
cell[1993]の言 う労働 市場 関連 的な経営 目標 とは,募 集 ・保有 ・動 機づ けに
関わ る経営 目標 の ことであ り,業 績 考課給を通 して企業がその保有を望 む もの
に対 しては高 い報酬支払い による適切 なメ ッセー ジを送ろ うとし,企 業がその
整理 を望 む ものに対 しては低い報酬支払いに よる適切なメ ッセージを送 ろ うと
す る経 営 目標の こ とで ある15)。それ は,端 的 に言 えば,短 期 的な業績 結果 に
従 って報償 し,ま たペナルテ ィを与 えることを通 して賃金 と雇用の フレキシ ビ
リティの向..ヒを 目指す ものであ る。短期的な成果主義の強化 と外部労働 市場 の
積極 的な活用 とが結 びつい た,レ デ ィメー ドな労働力 に対 する 〈コス ト最小化
Σ労働 力 の最大 隈活用〉へ の アプローチ と言 え るで あろ デ)。 また,こ こで
KesslerandPurcell[1993}の言 う雇 用関係 の再構築 を図 ろう とす る経営 目標.
・とは,個 人別業績 に焦点 を当てた業績考課給 を通 して,ラ イン管理の強化によ
15)KesslerandPurcell[1993],pp.19一船.及 びKesslel[1994].PP.476-478.
16)短 期 的 な 成 果 主 義 の 強 化 と 外 部 労 働 市 場 の 積 極 的 な 活 用 と の 結 び つ きに つ い て は,佐 藻
[1999],10】一115ペー ジ,に 示 唆 的 な 指 摘 が あ る 。
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る雇用 関係 の個別化 を図 ろ う.とす る経営 目標 の ことで ある。業績考課給 は,個
人に焦点 を当てた人事管理手段 の一部 と して,従 業 員利益 は単 に労働組合行動
に依存 しているので はない とい うメ ッセー ジを送 りうる ものであ り,賃 金決定
.の領域で の労働組 合の役割 の縁辺化 と結びつ きうるもので ある。 また,業 績考
課給 は,考 課 の過程 を通 して重要 な賃金関連の決定 を ライ ン管理 の手 に置 くも
ので あ り,目 標設定 の過程 を通 して ライン管理者が従業員 との直接 の一対一の
関係 に入 るよ う促す もので もあ る。業績考 課給 の有す るまさにその機構が,ラ
イン管理 の強化 による雇用 関係 の個別化 とい う雇用 関係 の根本 的再構築 を含ん
でい るとい うのであ る'%業 績考 課給 の このよ うな活用のあ り方 の事例 として
は,BritishRailやBritishTelecomでの管理者 層へ の業績考課 給 の導入が賃
金に関す る団体交 渉権 の取 り消 しと直接 に結 びつ くものであ った ことが イギ リ
スで は良 く知 られ てい る。KesslerandPurcell[1993]自身の事例研 究に おい..
て も,事 例企 業の うち少 な くとも3つ において経営側 は業績考課給 を通 して意
識的 に労働組合 の力 を弱 めよ うと試みていた こと,或 る新 聞印刷業企業 の事例
では より緩慢 な労働組 合否認 を目的 に年次賃金交渉時 に業績考課給が非交渉課
題 として通告 された ことが確認 されてい る。
KesslerやPurcellらの議論が示唆深 い第二 のポイ ン トは,短 期 的な業績結
果に従 って報償 しまたペヂルテ ィを与 えることを通 して レデ ィメー ドな労働力
の最大限の活用 を図ろ うとす る目標 と雇用関係 の再構 築を図ろ うとす る経営 目
標が ライン管理の活性化 とい う文脈 において分か ち難 く結 びつ いている ことを
示唆 してい ることであ り,そ うした結 びつ きの背後 に,近 年 の企業組織変 化の
中で の 「経 営 権 の再発 見」 を見 いだ してい るこ とであ るLδ〕。Purcellの言 う
「経営権 の再発見」 とは,一 つ には,環 境変化への適応 はテイ ラー主義 的 ・官
僚制的原理を捨てて権腹と責在を移譲き乳た車⊥あポ家に取 り替える場合に最




ト.・セ ンターや コス ト・セ ンター とい った ものにそ の表 現 を見 出す ものであ
るユ9)。また,Storey[1992]が事例研 究 を通 して明 らか に した よ うな,品 質管
理 といったスペ シ ャリス ト ・スーパーバ イザーの地位が廃止 され,自 身の領域
に単 一 の責任 を有す るゾー ン ・スーパーバ イザーの責任 に置 き換 えられ る と
いった,現 場監督者/第 一線 ライン管理者 の ミニ ・ボス化 の動 きにつ なが る も
ので ある3%そ れは,経 営 トップの戦 略的意志に沿 って.ショップ ・フロアーの
末端 まで直接 に掌握 しようとす るライン管理 の活性化 を意味す る ものであ ると
言 え るであ ろ う。 また.,Purcellの言 う.「経営権 の再発 見」 とは,い ま一つに
は,こ うした構成 ビジネス諸 単位 に対す る企業 レベ ルか らの財政的 コ ン トロー
ルの強ま りの ことを意 味す る2㌔ 財政 的業績が半期 毎に或 いは四半期毎に計量
され るよ うな こう した状況 の下 で は,ど れ ほ ど自身の部 下 を開発 す るのか と
い った よ うな ことは,そ の管理者が どれ ほ ど良好 にジ ョブを行 ってい るかの重
要 な尺度では な くな る。短期 的な財政 的 目標 ・生産 目標 を達成す ることが専 ら
ライ ン管理者 の仕事 の本質 的要素 として強調 され ることとな る22,。こうした 目
標 を達成 しようとす る現場 ライ ン管理者の人的資源管理の政策選択においては,
短期的結果に従 って報償 しまたペ ナルテ ィを与 えるよ うな業績考課給の活用を
通 して レディメー ドな労働力 の最大限 の活用 を図 るとい う選択 とこうした労働
力の活用過程 の障害 となる集合的 な制度的取 り決め に対する不寛容 とが結 びつ
かざ るを得 ないので ある。
以上 のKesslerやPurcellらの研究 を手 がか りに明 らか となる く報酬主 導的
統 合〉 の特徴 は,一 つ には,ラ イ ン管理に よる成果主義的な労働 の取 り扱 いを
強調す る もので あ り,業 績考課給の活用を通 して レデ ィメー ドな労働 力の最大
限の活用 を図る ことに力点 を置 こうとす るものである とい うことである。 また,








こ の 点 に 関 し て は,StoreyandSisson[1993],V171を 参 照 。
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に 温 情 主 義Paternalist
対
す
コ ス ト最小 化る
態Costminimization度
価 品C。mm・dity)
車 元 主 義(Unitary)対 立 的Adversarial協調 的Cooperative
労 働 組.合な ど 集 合 的
制 度 に対 す る 態 度
注:1)マ トリ ッ クス 第 二 列 上段 の 《??》 は.紛 争 の制 度 化 的 な ア プ ロー チ の 下 で は,従 業 員 に
蝉 す る人 材 開 発 的 ア プロ ー チ は生 じ得 な い こ とを示 す 。
2)マ トリ ックス 第 三 列 下段 の く??》 は,コ ス ト最 小 化 的 な ア7ロ ー チ の 下 で は,協 調 的 な
集 合 的 関 係 は 生.じ得 な い こ とを示 す 。
出所=KesslerandPurce11「1995],Figum11.1より作 成 。
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く取 引 主 義 的 な
制 度 主 義 》
Bargainedconstitu・
tional ??
取 り決 めに対 して,不 覚審 に特徴 づ けられ るもの とな るとい うことで ある。.そ.
して,一 つ には,こ うした アプローチ もこの資 源が活用 され る様式が事業計画
の成功 に とって非常 に重要であ るとい う前提 か ら出発す るので あ り,ラ イ ン管
理の活性 化を軸 とした人事管理 の戦略的統合 とい う枠組 み と共存 しうる もので
あ るとい うことで ある。図3は,個 別従業員 に対 す る態 度を人事 管理 の個別的
側面の尺 度 とし,労 働組合 のよ うな集合的諸制度 に対 す る態 度を人事管理 の集
合的側面の尺度 として,経 営側で の人事管理 スタイルのあ り方 をマ トリ ックス
として示 した.KesslerandPurcell[1995]の分類であ る。 この分類 の中でKes-
slerandPurcell[1995]尋ま,戦 後期 におけるイギ リス中心的企業で の標準 的な
人事管理のあ り方 を 《取 引主義 的な制度主義bargainedconstitutional》として
示 してい る。それ は,個 々の従 業員に対す る人材 開発活動への消極性 と労働組
合 との関係で の紛争の制度化に特徴づ け られ た もので あ り,.ライ ン管理のあ り
.方 との関連 に即 して言 えば,先 に述べた...一時 的取引 を介 して単 に同意 を確 保す
る とい う取 引主 義的 な管理 と重 なる もの であ る。KesslerandPurcell[1995]
業績考課給・業績管理の展開とイギリス人的資源管理(445)125
は,業 績 考課給 は こうしたマ トリックス上 に示 され る相異な る経営 アプローチ
の表出 とみな しうる と言 う。業績考課給が人材 開発追求の一つの手段 として活
用され る場合,そ うした業績考 課給 の活用 のあ り方 は,伝 統的 な 《取引主義的
な制度 主義》 の位 置か らマ トリックスの.上方へ と移動 しよ う とす る経営 アプ
ローチ を表出 しうると.言う。 しか し,そ の業績考課給 の活用のあ り方が!コ ス
ト最小化=労 働力の最大限活用 〉のアプローチや賃金決定過程か らの労働組合
の排 除 を主た る目標 とす る場合,そ の業績考 課給 の活 用のあ り方 は伝統 的 な
《取引主義的な制度主義》 の位 置か らマ トリックスの横軸 を左方へ と移動 しよ
うとす る経営 アプローチの ことを意 味す ると言 う却。言 われ るところの く報酬
主導的統合〉が このマ トリックスの左方への移動 を指 向す る もので あることは
明 らかで あろ う。換言す るな ら,業 績管理の摂 関における(報 酬主導的統合〉
とは,専 門ス タッフによって課され る制約や労働組合 との集合 的な制度 的取 り
決 めか ら現 場 ライ ン管理者 を解放 して,経 営 トップの戦略 的意志 に沿 って レ
デ ィメー ドな労働力の最大限の活用を図ろ うとする ところに,そ してそのため
の主 要な手段 として業績考課給 を位置づ けるところに,そ の特徴 を有す る もの
であ ると言 い うるで あろ う。
4業 績管理の展開における 〈開発主導的統合〉
業績管理 における 〈開発主導的統合〉 とは,人 的資源開発活動を通 して企 業
組織 の長期 的 目標 を達成す る ことに重点 を置 くものであ り,こ うした能力開発
的指向 を補完 す る一つ の手段 として業績考課給 を位置づ けるものである ことが
示唆 されて きた。それ故,先 に示 したよ うに,こ れが ライ ン管理のあ り方の ど
の ような変化 と結 びついてい るのか を明 らか にす ることが,業 績管理におけ る
く開発 主導 的統 合〉 を考 え る要点 であ るみ これに光 を当て る研 究 と しては,




W。od[1996]の研 究が,チ ーム作 業の拡大や訓練 活動 に対す る強調 の拡 大 と
い っ.た人材 開発活動 を指向す るような人事管理諸手段 の変化 とライ ン管理 のあ
.り方の特定 の変化 とが結 びついてい ることを,そ れぞれ事例観察や計量 的実証
を通 じて見 いだ して きた こ とであ る。
まず,Storey[1992][1993]の研 究 は,イ ギ リスの 「中心 的 企業」(main-
streamc。mpanies)1誹土を対 象 に人事管 理実践の事例 観察 を行 って い る。 「中
心的企 業」 ζは,労 働組 合組織化の確立 した,旧 来か らイギ リス労使 関係 の主
流を占めて きた企業或い は組織であ るとい う意味である蜀。表2は,Storeyが
行 った事例観察 に基づ く総括表の一部であ り,こ れ らイギ リス中心企業で の人
事管理実践 の実際 を 〈ライ ン管理 のあ り方〉 〈主要 な人事 管理手段〉 とい う観
点で まとめた もので ある。表.中の○,△,xは,そ れぞれ当該の項 目に関 して
〈重要 な改革 が適 用 ・実施 され てい るこ と〉 〈部分 的に適 用 ・実施 され ている
こ と〉 〈実施 されてい ない こと〉 を示す。 この表2か ら言 え ること.は,一つ に
は,〈主要な人事管理諸手段 の変 化〉 に関 して は人材 開発 を指向す るよ うな人
事管 理手段が その重要度 を増 して きて いる とい うことで あ る。 コ ミュニケー
ションの拡 大やチーム作業,訓 練 に付 された重要度 は,事 例 として選ばれた企
業が 旧来か らイギ リス労使 関係 の主流 を占めて きた企業であ るとい うことを考
えれば,人 事管理のあ り方 における人材開発 を指向す るようなあ る程 度の変化
とい うもの を訴えて くるものである。 また,業 績考課給の重要度が相対的に低
いこ とも,.注目され る。 また,一 つ には,こ うした人材開発 を指向す るよ うな
人事管理手段 の変化 と結 びつ いて,〈ライ ン管理者 のあ り方〉 に関 してある特
定 の ライ ン管理のあ り方 の台頭 を確 認 しうるとい うこと.であ る。(ライ ン管理
を前 面 に押 し出す構造変化Linemanagementtothe.fore>とは,人 事管 理に
おい て人事管理 ・労使 関係 管理者で はな くう.イン管理者が主要な役割を担 って
いるか ど うかを判定す る項 目で あ る。 〈育 成 ・指導す るスキルの重視facilita・
tionisprisedskill>とは,人 事管理において,部 下 と交渉す るス キルではな く
24)Storey[1993」,PP.529-553.
o業績 考課給 ・業績管理の展開 とイギリス人的資源管理
.表2イ ギ1」ス 中心 企 業15社で の 人 事 管 理 の 実 際
(a)ラ イ ン管 理 者 の あ り方(Linemanagers)
(447)ユ27
































































































































































































































2)Storey[1992][1993]とStoreyandSisson[1993]に は,ほ ぼ 同 一 内 容 の 表 が 掲 載 さ れ
て い る が,こ こ で は よ りわ か り や す く ま と ま っ たStoreyandSir...[1993]の 表 を 利 用
し て い る 。
出 所:StoreyandSisson[1四3」Figure1.5よ り 作 成 ワ
部下を育成 ・指導するスキルが重 要視 され てい るか どうか を判定す る項 目であ
る。 〈変 革的 リー ダーシ ップtransf⑪rmationalleadership>とは,人 事 管理にお
い て,ラ イ ン管理者の リー ダー シップが一時 的な取引 を介 して同意 を調達す る
とい う性格の ものではな く組織変化への部 下の積極 的なコ ミッ トメン トを勝ち
取 って い くとい うよ り意欲 的な ものか どうか を判定す る項 目で ある25,。全 体 と
しては,各 項 日毎 に程度の相違はある ものの,組 織変化 に向けて部下 のコ ミッ
25)Storey[1993],p.532.
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トメン トを引 き出 し部下 を育成 ・指導 してい くとい うライ ン管理のあ り.方の台
頭 を確.認しうる。
しか し,Storeyの表2の 示す もの は,事 例 観察 に基づ く調査 者の主観.的判
断であ り,必 ず しも判 断基準が鮮明で ない こ とか ら も印象の域を出 るものでは
ない。 こ うした人材開発を指 向す るよ うな人事管理実践 とライン管理の変化 と
の問の結 びつ きをよ り数量 的 に裏付 ける位置 にあるのが,WoodandAlbanese
[1995]の研究であ る。.WoodandAlbanese[1995]の研究の理論的前提は,経
営 管理 が特定 の諸 施策(HCPs;HighCommitmentPractices)を採 用す る こ.
とによ って従業員の コ ミッ トメン トは影響 され うるのであ り,従 業員の コ ミッ
トメン トは管理 され うる ものであ るとい うことで ある。従 って,従 業員か ら高
い コ ミッ トメ ン トを引 き出そ うとす るよ うなHCPsが 相 互に結合 して活用 さ
れ る傾 向が見いだ され るな らば,そ の ことは,経 営 の人事管 理実践 の基礎 に
個々の 人事 管理施策の活用 を貫 く高 コミッ トメン ト管 理(HCM:HighCom-
mitmentManagement)タイプのアプローチが存在 する ことを意味す るこ とに
な ろう%}。そ のよ うな問題 関心 を背景 に,WoodandAlbanese[1995]は,ま
ず,先 に触 れ たStoreyやPurcellらを含 む多 数 の人 的資 源管理 関連 文 献の
サ ーベ イを通 して特定 の人事 管理 諸施 策(HCPs).を特定 し,製 造業.プラ ≧
ト・生産労働者を対 象に1986年及 び1990年にお けるその実施状 況を調べ てい る。
ユ990年4月に無作為 に抽出された840の製造業 プラ ン トに郵送質問票が送付 さ
れ,ユ35のプ ラン トよ り回答票が回収されている。
表3は,WoodandAlbanese[1995]の主 要な事実 発見を要約 してい る。表
3の表側 には,14のHCPsが1990年にお ける出現頻度順 に列挙 されてい るが,
それ らは く主要 な選抜 基準 と しての潜 在能力〉 〈主 要 な選抜 基準 と しての コ
ミッ トメ ン ト〉 〈特定課業 に縛 られない柔軟な職務 記述 〉(支配的作 業 システム
=チ ーム作業〉 〈生産現場 にまで及ぶチー ム会合〉〈生産労働者 に対 す る正式 の













































































































































、〔。、ω 踏 該 入事 管理 実 践 が1986篇 点 に お い て 細D柵 点 に お い て も存 在 し
か った こ とを 示 す。(0,1)tra当該 人 事 管 理 実 践 が1986年・無199W・ 有 を 示 す。 〔110)は
1986年・有,1990年 ・無 を示 す。(1、1)1ま1986年・有,1990年 ・有 を 示 す 。
出 所:WoodandAlbanese[1995],Table5より作 成。
数.率 〉 〈、986年にお ける実鱒 業 所数 ・率〉 〈・986一・99・年 における変 化の分
類〉 を示 している。 表3の 第7列(0,1)を 見 るな ら,1986年と1990年の間に
従業 員か ら高い コ 三ットメン トを引 き出そ うとす るようなほとん ど全ての人事
管 理実 践(HCPs)の 活用事業所数 が大 き く拡大 してい る ことが判 る。 こうし.
た事実 発見か らWoodandAlbanese[1995]が引 き出 している結論 は,一 つ に
は,1986年と1990年の双方 を通 して,高 コ ミッ トメ ン ト管 理(HCM)と して
扱い うるほぼ 同一パ ター ンの人事管理へ のアプローチが存在 してい るこ牛を確
認 しうるとい うこ とで あ る(表3の 第3列 と第5列 の順序 の類 似性 を参照)。
また,_ら には,従 業 貝か ら高い … ト・ン トを引 き出そ うとす る この人事
管理へ のアプ ローチは,1986-1990年の期 間 におい てその適用 を拡大 してい る
とい うこ とで あ る。 本 論 の 文 脈 に おい て このHCMに 関す るW⑪odand
1
130(450).第164巻 第4号
Albanese[19951の事実発見が 興味深い点は,Woodら の言 う 〈主要 な選抜基
準 として の潜在能力〉 〈主要 な選抜基準 としての コ ミットメン ト〉 〈生産労働者
に対す る正式の考課〉は,組 織 変化に向けて部...ドのコ ミッ トメ ン トを引 き出 し
部下 を育成 ・指導 してい くとい うライ ン管理 のあ り方 を示唆 してい るとい うこ
とで あ り,〈チ ーム作業〉 〈特 定課業 に縛 られない柔軟 な職務 記述 〉〈生 産労働
者に よる品質の 自己検証〉.等は人材 開発指向的 な人事管理の展開 を示 している
とい うことである。
次 にWood[エ996]の研究 は,.同一サ ンプルの製造業 プ ラン トを対象 に して,
こ.うした労働 への高コ ミッ トメ ン ト管理の展開が特定の タイプのイ ンセ ンテ ィ
ブ給 と どの よ うに関 連 してい るか,計 量 的に検証す るこ とを試 みてい る鋤。
WoodandAlbanese[1995]の調査を通 じて,特 定の人事 管理施策HCPsの 採
用 ・非採 用に対す る各 プラ ン トの回答 パ ターン,例 えば 口,0,∵ … 】,α
(1は採 用;Oは 非採用)が 得 られてい るので,こ こか ら各 プラ ン ト毎 に労働
へ の高 コ ミットメ ン ト管理(HCM)の 強 さを示す尺度 が構 築 され,被 説 明変
数 と して採用 され ている2%こ の各 プラ ン ト毎 に労働へ の高 コ ミットメ ン ト管
理の強 さを示 す被 説明変数(HCMI990)とインセ ンテ ィブ給 の諸方策 との間
で回帰分析 が行わ れているので ある。表4は,そ の回帰分析 の結果 をま とめた
ものであ る。 この表4が 示 してい ることは,一 つ には,基 本賃金 に対す る累積
とい う形態で 〈メ リッ ト・ペ イー ノ ン ・ボーナス〉 を支払 ってい たプラ.ントは,
メ リッ ト・ペ イを活用 しないか違 ったや り方で支払 っていた プ ラン トに比べて,
27)Wood「1996],PP.53-74.
2B)各 プ ラ ン トご と に高 コ ミ.ットメ ン ト管 理 的CM)の 強 さ を示 す尺 度 を 構 築 す る最 も 簡 単 な 方
法 は,例 え ば}1,0,……,[,D}とい う 回答 パ ター ンの1の 数 を総 計 す る こ とで あ る。 しか し,
こ こで はW{,【,dらは,潜 在 変 数 モ デ ル と言 わ れ る.手法 を用 い てHCMの 強 さ を 示 す 尺 度 を構 築
して い る 。 この 分 析 手 法 の眼 目は.HCMの ス コ ア リ ン グ にお い て 諸 人 事 管 理 実 践 〔HCP駐)の
持 つ ウ ェ イ トを考 慮 に 入 れ る こ とに あ る 。Woodら に よ れ ば,重 要 度 の 高 い4つ のHCP5は,
順 に 〈主 要 な選 抜 基準 と しての 潜 在 能.加(主 要 な選 抜 基 準 と して の コ ミ ッ トメ ン ト〉.〈従 業 員 の
目標 と して の キ ャ リア ・ラ ダー〉 〈チ ー ム作 業 〉 で あ った 。 こ う した 骨 折 手 法 は,ISの 総 計 よ り
も統 計 的 に 良好 な ビヘ イ ビ ア を.示す こ とが 知 られ て い る。Wo。dら の 活用 してい る手 法 につ い て
は,WoodandAlbanese[1995]及びWood[19991を参 照 。
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表4HCMス コ ア と イ ンセ ンテ ィブ給 の 諸 方策
(451)131.
A:HCM1990B;HCM1990C.;HCM1990D;HGMI990被説明変数
説明変数 β t .1β t β t β
t
大量生産セクター 0ユ0 1.300.16申 1.980.12 1.52G,16零
1.98
品質の重要性 G.08 o.960.13 1.58O.14象 己.1.72 O.13 1.57





















メ リ ット ・ペ イー ノ ン ・ボー ナス 0,25緋・ 2.90
メ リ ッ ト ・ペ イー ボー ナス .一〇.03
一〇
.38
プ ロフ ィ ッ ト ・シェア リ ングの% 0.20.宰 2.45
..





自由度修正済みR' o.27 D.25 D.24 D.24
F値 6.66寧串* 6.91牌零 6.44寧畔 6.52韓零..
N 124 124 124 124
注:1)*は10%水 準 で 有 意 。 鱒 は5%水 準 で 有 意 。 綿 ㍗ よ1%水 準 で 有 意 。
2)〈 メ リ 。 ト ・ベ ィー 〃 ・ボ ー ナ ・〉 と は,業 績 評 価 〔・・e・i…a・i・)を 通 して 業 績 を 賃
金 に リ ン ク させ る際 に爵 基 本 賃 金 に対 す る 累 積 とい う形 態 で リ ン クさ せ る もの で あ る。 こ
れ に 対 して,(メ リ 。 ト ・ペ イー オミー ナ ス〉 とは,ボ ー ナ ス の形 態 で リ ン クさせ る も ので あ
る.〈 プ ロ フ ィ ッ ト ・シ ェ ア リ ン グ〉 とは,利 潤 を 基礎 とす る 集合 的 な ボ ー ナ ス施 策 の こと
で あ る。
出所:Wood[1996】,Table11及びTablelll3:り作 成 。
よ り高 いHCMス コアを有す る傾 向にあ った(A列8行 目の β)と い うこ と
で あ り,ま た,一 ・つ に は,給 与全 体(paypacket)のうち 〈プ ロ フ ィッ ト・
シ ェアリング〉施 策か ら構成 され る割合 はHCM水 準 と関連 していた(B列
10行目のβ)と い うこ とで ある。 こうしたWood[1996]の事 実発 見が示 して
い るこ とは,機 能的柔軟 性や チーム作 業 の拡 大を図 るHCM.は,業 績 考課給
(メリ 汁 ・ペ イー ノン ・ボーナス)や プ・フ ィ・ ト・シェア リングへの賃金
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支払い システムの変化 を伴 うもので あった とい うことであ る。す なわち,賃 金
支払い システムの変 化は,よ.りフ レキシブルで よ り人材開発 指向的な作 業組織
の変化 に従 業員をよ り意欲 的に順応 させてい く一つの手段 として位 置づけ られ
ていた とい うこ とて ある鋤。
以上 のSt。reyやWoodらの研究 を手がか りに明 らか となる く開.発主導 的統
合〉 の特徴 は,一 つ には,一 時的 な取引を介 して同意を調達す る とい う従来型
の ライ ン管理 のあ り方か ら,組 織変化 に向 けて部下の コミッ トメ ン トを引 き出
し部下 を育成 ・指導 してい くとい う現場 ライ ン管理 のあ り方へ の変化 を確認 し
うるということであ る。 また,一 つには,こ の場合,業 績考課給 は,よ りフ レ
キシブルで人材開発指向的な作業組織 の変化 に従業員 をよ り意欲的 に順 応 させ
てい く,補 完的 な手段 として位置づ け られ ていた とい うことであ る。そ して,
一つ には,こ うした アプローチ もこの 人的資源が活用 され る様 式が事業計画 の
成功 にとって非常 に重 要で ある とい う前提か ら出発す るのであ り,人 事 管理 の
戦略的統合や ライン管理 の活性化 とい う枠組み と整合 しうるもので あ る,と い
うこ とで あ る。 こう した あ り方 は,先 のKesslerandPuree】1[1995]のマ ト
リックス(図3)に 即 して言 うならば,伝 統 的な 《取 引主義 的な制度主義》の
位置か らマ トリックスの上方へ と移行す ることを指 向す る もので ある と言い う
るであ ろ う。また,そ の場 合,KesslerandPurcell[1995]が言 うよ うに,業
績考課給導入の主た る目標 がマ トリ ックスの横軸左方への移行,す なわち雇用
関係の個別化 に躍かれているわ けで はない以上,挙 ず しも労働組合や集合的な
制度的取 り決 めに対 して,不 寛容 に特徴づ け られる必要 にはない30)。事 実,複
数の論考 が業績考課給制度 の設計 ・運営への労働組合の参加を契機に して,組
合参 加型の労使関係が展 開 した事例 を論 じている=】1)。換言す るなら,一 時 的な
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する部下のコミットメントを引き出 し人的資源の開発を行うという野心的な管
理へと現場ライン管理者の位置づけを変更するところに,そ してそ.うした目標




本論 を通 して確認 し得た ことは,80年代 の変化 と改革 の時期 における人的資
源管理 ・業績管理 の台頭 は,そ の内部が均 一な一枚岩 的な現象で はなか った と
い うことで ある。 よ り精確 に言 えば,人 的資 源管理(HRM)或 いは業績管理
〔PM)とい う同一一の術語 の下 に,顕 著 に相違す るこ ととな る二 つの アプロー
チが包括 されていた。.
言われ るところの業績管理 の展 開における 〈報酬主導的統 合〉 とは,専 門ス
タ ッフによって課され る制約や労働組合 との関係での制度的取 り決めか ら現場
ライン管理者 を解 放 して,経 営 トップの戦略 的意志 に沿 って レデ ィメー ドな労
働力 の最大限の活用を図ろ うとす る ところに,そ して そのための主要な手段 と
して成果主義的な業績考課給 を位置づ ける ところに,そ の特徴 を有す るもので
あることが示 された。それ は,現 についている仕事 の業績 に従 って報償 し,ま
たペ ナルテ ィを与 えるような短期主義的な労働取 引へ の選好 を示す ものであ っ
て,仕 事 の経験の広が りや技能の伸 長を評価 し従 業員 の技能形成や人材 開発 を
進 め よ うとす る もの では ない32}。それ故,業 績管理 におけ る 〈報 酬主導 的統
合〉 は,人 材 開発 に対 して消極的な人事管理への アプローチに雇用 関係 め徹底
した個 別化が加わ った,伝 統的 なイギリス的経営 の短期主義 めいわ ばニ ュー ・
バージ ョンに他 ならないと言 えるであ ろう。
一方,..一時的な取引 を介 して単 に同意 を確保す るとい.う取 引主義 的な管理か
ら,組 織 変化 に対す る部下 のコ ミッ トメン トを引 き出 し人的資 源の開発 を行.う
32〕この点に関しては,小池[1994],38-40ページが示唆深い。.
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とい う野心的な管理へ と現場 ライ ン管理者 の位置づ けを変更す るところに,そ
してそ う した 目標を達成 してい く補完 的手段 の一つ として賃金 システ ムの変化
を位置づ けるところに,80年代イギ リスにおける業績管理の展開の もう一つの
変種であ るいわゆ る(開 発主導的統合〉 の特徴が あることが示 されて きた。 こ
うした 〈開発主導的統合〉は,確 かに一面で は極端 なア ンチ ・ユ ニオニ.ズムの
追求 に特徴づ けら.れてはいない とい う点で,戦 後期 における標準 的な人事管理
実践 との間にあ る程度の連続性を有 している と言 い うる。 しか し,他 面で は,
専 ら賃金支払い システムに依拠 して能率管理を行 お うとす るよ うな短期主義的
な労働取引へ の選好か らの顕著な離脱を含 んでいる。業績管理 における 〈開発
主導 的統合〉 は,使 用者側での人事管理への アプローチに,80年代以 降,従 業
員 を レデ ィメー ドな商品 ・労働力 と してではな く内部で開発 されるべ き人 的資
源 として取 り扱 うよ うな開発.ド義的な アプローチが生み出されて きたこ とを示
す ものに他 な らない。
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